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研究成果の概要（和文）：本研究の目的は人口動態とイノベーションの関連性を検討し、経済成

長の促進に資する政策処方箋を提示することである。本研究のフレームワークは製品の種類の

拡大を伴う内生的経済成長モデルに依拠している。分析の結果は人口高齢化に付随した長期的

イノベーション率の低下を示唆する。 
 
研究成果の概要（英文）：This study aims to examine the relationship between demographic 
change and innovation, and derive policy implications that contribute to the promotion of 
economic growth. The framework of this study is based on an endogenous technological 
change model with an expanding variety of products. As a result of analysis, we find that 
the rate of innovation will decline over the long run with population aging. 
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１．研究開始当初の背景 
OECDは 2006年に “Live Longer, Work 

Longer” というタイトルのレポートを公表
した。このタイトルが示唆するように、人口
高齢化の不可避的な進行に直面して、多くの
先進諸国では高齢者の就業促進が時局的な
政策課題となっている。とりわけ、日本の高
齢化の程度は他の先進国と比べても非常に
高く、しかも急速に進んでおり、喫緊の政策
対応を要する。 
人口高齢化は将来のマクロ経済パフォー

マンスにどのような影響を及ぼすのであろ

うか。この点については楽観論と悲観論を含
んで種々の議論がなされているが、現在まで
のところ、はっきりとしたコンセンサスは得
られていない。 
ところで、知識基盤経済あるいは知識社会 
といった言葉に象徴されるように、いまや先
進国の主要産業の経済活動は知識集約的な
様相を呈している。知識基盤経済の主要な特
徴としては、経済成長の推進力としてのイノ
ベーションの役割が注目に値する。敷衍すれ
ば、利潤の獲得を意図してなされる研究開発
(research and development, R&D) 活動に
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よってイノベーションが創出され、それに付
随した技術知識の蓄積が経済成長の主要な
役割を担っている。 
上述のような社会経済状況を鑑みれば、人

口高齢化とイノベーションは、今日の経済政
策分析において無視できないキーワードと
いえる。必然的に、人口高齢化とイノベーシ
ョンに関する研究の活発化が望まれるが、残
念ながら現状はそうなっていない。高齢化の
経済分析に関するこれまでの研究動向を見
渡すと、公的年金や医療保険など社会保障に
関する研究が中心的位置を占めている。言う
までもなく、高齢化との関連で社会保障の重
要性に疑いの余地はないが、人口高齢化と知
識基盤経済の成熟化が同時的に進展してい
る状況下では、高齢化とイノベーションの関
連性について洞察を得ることも政策科学上
の重要な検討課題と考えられる。しかし、社
会保障制度に関する先行研究の膨大な蓄積
とは対照的に、人口高齢化とイノベーション
の関連性を扱った理論的研究は非常に少な
い。加えて、人口高齢化に伴う経済パフォー
マンス変化の背景にあるメカニズムの理解
も十分とは言い難い。 
以上の問題意識から、本稿では、人口高齢

化とイノベーションの関連性を理論的に分
析するためのモデリングを提案し、人口高齢
化に直面する国々の政策立案者が留意すべ
き経済的含意を導く。このような本研究の取
り組みは、人口経済学の研究領域における空
白の一部を埋める試みとみなせよう。 

 
２．研究の目的 

2007 年以降、日本の人口高齢化メカニズ
ムは少子高齢化から長寿高齢化へとシフト
しており、高齢化対策を考えるうえで、少子
化現象よりも長寿化現象に伴う諸問題の方
が重要性を増している。そこで、長寿化によ
る高齢社会の進展に分析の焦点をあてる。本
研究が明らかにする主要課題は次の 2点に要
約される。 
 
(1) 人口高齢化の進展とイノベーションの間
には、どのような関連性があるのか。 
 

(2) なぜ、知識基盤経済において高齢労働者
の雇用促進が重要なのか。 

 
なお、種々のイノベーションの形態の中で、 
本研究はプロダクト・イノベーションに焦点
をあてる。人口高齢化がイノベーションに及
ぼす影響の政策志向的分析は、その重要性に
もかかわらず、これまで見過ごされてきたテ
ーマといえる。したがって、本研究は後続研
究の stepping stoneとして有意義であり、人
口高齢化の経済分析に関する研究分野への
貢献が期待される。 

 
３．研究の方法 
本研究の議論はミクロ的基礎付けをもつ
経済成長モデルの文脈で展開される。本研究
と先行研究のモデルの主要な相違点は、イノ
ベーションと併せて、人的資本の役割を考慮
している点である。このようなモデル構築は
以下の理由による。 
周知のように、近年の先進国においては、 
労働者の技能の向上が従来よりも一層強く
要請される状況にある。すなわち、産業の経
済活動がより知識集約的なものへと変容し
ていく中で、人的資本形成の重要性が益々高
まっている。こうした趨勢は、人的資本とイ
ノベーションの両方をモデルの内生変数と
して扱い、知識基盤経済の実態に即したフレ
ームワークを構築することの必要性を示唆
する。しかし、高齢化のマクロ動学分析に関
する先行研究の大部分では、イノベーション
と人的資本の双方が無視されているか、もし
くはイノベーションと人的資本のいずれか
一方だけに焦点があてられている。つまり、
先行研究のモデリングは知識基盤経済の本
質的特徴を十分に反映していない。それゆえ、
上記文献で提示された分析結果の説得性も
やや弱いと考える。 
人的資本とイノベーションの両方を組み
込んだフレームワークで人口高齢化と経済
成長の問題を扱った研究として、研究代表者
が 2007 年に発表した論文 (Noda, H., 
“Expanding Product Variety and Human Capital 
Formation in an Ageing Economy,”Economic 
Issues, 12(2), pp.81-101, 2007, 以下、Noda 
[2007]と表記)があげられる。ただし、Noda 
[2007]では、雇用政策やイノベーション政策
など経済政策上の含意についての分析が不
十分である。本研究では、Noda [2007] のモ
デルを精緻化・拡張し、高齢化と経済成長の
問題に関連した政策分析に応用する。 
また、長期時系列データを利用してモデル
の含意に関する統計的検証を行う。とくに、
先進諸国に加え、高齢化の進展が著しい東ア
ジア諸国の全要素生産性 (total factor 
productivity, TFP) ないし技術指標のトレ
ンドを推定する。推定にあたっては、生産要
素として物的資本と人的資本 (平均教育年
数と就業者数の積で構築された代理変数) 
をもつ生産関数によって、国・産業の生産技
術をモデル化する。経済成長の源泉のうち、
上述の生産要素は、存在する時系列データか
ら当該変数の時間的推移を確認できる。しか
し、全要素生産性 (TFP) については、デー
タから直接的に観測することができない。し
たがって、経済成長の実証研究においては、
「TFP の挙動をいかにして計測するか」とい
うことが、有意義なインプリケーションを得
るための鍵となる。 



TFP の計測に関して先行研究のアプローチ
は不十分であり、改善の余地があると考えら
れる。そのような問題意識に基づき、本研究
は、産出量の要素弾力性と TFP を時間ととも
に変動する時変パラメータとみなして、経済
の構造がダイナミックに変化する、より現実
的状況を扱う。そうした動的生産関数に基づ
くベイズ型統計モデルを推定することで、
TFP や産出弾力性の複雑な挙動が把握され、
経済成長プロセスの詳細な分析が可能とな
る。 
 
４．研究成果 
2009 年度から 2010 年度にかけて、経済成

長モデルによる理論的分析を行った。その基
本的枠組みは製品バラエティの拡大を伴う
内生的技術進歩モデルに立脚しており、イノ
ベーションは利潤動機に呼応した企業の研
究開発活動を通じて創出される。 
研究代表者は、モデル分析の成果を 2010

年度の日本経済政策学会で発表し、検討を重
ねたうえで学会誌『経済政策ジャーナル』に
“Why Employment Promotion Policies for 
Older Workers Matter”というタイトルで投稿
した。結果的に、これは日本経済政策学会の
2010 年度学会賞・学術賞に選ばれ、専門家か
らの高い評価を得ることができた。当該論文
におけるモデルの主要な含意は次のとおり
である。第 1に、人口減少や高齢化の進展に
付随してR&D企業の製品開発パフォーマンス
が停滞し、マクロ経済のイノベーション率が
低下する。そして、第 2に、労働者の引退年
齢の引き上げは、産業イノベーションの促進
に正の影響をもたらす。 
第１の含意は、人口高齢化が長期的に経済

成長の抑圧要因となることを示唆する。また、
第 2の含意については、実際の制度の動向を
踏まえて次のように解釈できよう。高齢者の
就業を促進する方向での制度改正は、多くの
先進国に共通の趨勢である。たとえば、日本
では 2004 年の高年齢者雇用安定法の改正に
おいて、65歳未満の定年を定めている事業主
は、従業員の 65 歳までの安定した雇用を確
保することが義務付けられた。日本のこうし
た法改正は、主として、厚生年金の支給開始
年齢が 2013 年度までに 65歳へ引き上げられ
ることを背景としている。さらに将来には厚
生年金の支給開始年齢の一層の引き上げが
不可避と予測されるので、それを見据えた65
歳以上への定年引き上げの必要性も高まる
であろう。ただし、定年の引き上げは年金制
度との整合性という視点のみから重要とい
うわけではない。上述の第2の含意によれば、
労働者の定年年齢の上昇は長期的イノベー
ション率の上昇をもたらす。さらに、イノベ
ーション率の上昇は国民所得の増加につな
がる。したがって、定年年齢の引き上げによ

る高齢者の就業促進は経済の持続的成長の
達成という視点からも重要といえる。 
今後、本格的な高齢化を迎える多くの先進
国にとって、定年年齢の引き上げは雇用政策
における議論の焦点となるであろう。本研究
の分析は OECD 等で提案される高齢者の就業
促進政策をサポートする1つの理論的根拠と
みなせよう。 
また、本研究では、イノベーション政策の
考察のため、日本とアメリカの技術進歩に関
する統計分析を行った。以下の図 1と図 2は、
国際学術誌 Empirical Economics Lettersに掲
載された論文“Bayesian Estimation of the CES 
Production Function with a Time-Varying 
Efficiency Parameter”から引用されたグラフで
あり、それぞれ日本とアメリカの技術進歩の
トレンドを示している。 
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図 1 日本の技術進歩のトレンド 
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図 2 アメリカの技術進歩のトレンド 
 
 
図 1から、日本の技術進歩のトレンドにつ
いて次のような特徴が読みとれる。日本の技
術指標は1960 年代から 1970年代前半にかけ
て急速に上昇した。しかし、1970 年代後半の
期間についてはトレンドが変化し、緩やかな
上昇となった。とりわけ、1990 年代以降のパ
フォーマンスの停滞が目立つ。他方、図 2に
おけるアメリカの技術指標は、日本のそれと
異なった動きを示している。アメリカの場合、 
1960 年代から 1970 年代の前半にかけて緩や
かに上昇したが、1970 年代後半の期間は若干
の低下がみられた。しかし、1980 年代以降、
トレンドは緩やかな上昇へと回復した。 
日本とアメリカの技術進歩の推移を比較
して、とくに注目すべきは 1990 年代以降に



おけるトレンドの相違である。マクロ的なイ
ノベーション・パフォーマンスは種々の要因
の複合的な作用を通じて現れるが、その主要
因を探求するうえでナショナル・イノベーシ
ョン・システムが有力な手がかりと考えられ
る。ナショナル・イノベーション・システム
とは、様々な形でイノベーションに影響を与
える国の制度、政策等の包括的な概念である。
本研究の分析結果は、少子高齢化が進展下で
の持続的経済成長に向けて、日本ではナショ
ナル・イノベーション・システムの再検討が
喫緊の課題であることを示唆する。 
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